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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリスチレン系樹脂によって一定幅の長尺状に形成されており、主収縮方向が長手方向
である熱収縮性ポリスチレン系フィルムであって、
　下記要件（１）～（４）を満たすことを特徴とする熱収縮性ポリスチレン系フィルム。
（１）９０℃の温水中で１０秒間に亘って処理した場合における長手方向の温湯熱収縮率
が２５％以上８０％以下であること
（２）９０℃の温水中で１０秒間に亘って処理した場合における長手方向と直交する幅方
向の温湯熱収縮率が－５％以上１０％以下であること
（３）８０℃の温水中で長手方向に１０％収縮させた後の単位厚み当たりの幅方向の直角
引裂強度が５０Ｎ／ｍｍ以上２００Ｎ／ｍｍ以下であること
（４）３０℃の雰囲気下で２週間以上保管した後に、２３℃の雰囲気下で引張試験を行っ
た場合の長手方向および幅方向の破断エネルギーが、いずれも１，０００ＭＰａ・％以上
１０，０００ＭＰａ・％以下であること
【請求項２】
　ポリスチレン系樹脂が、アタクチックポリスチレンを主成分とするものであることを特
徴とする請求項１に記載の熱収縮性ポリスチレン系フィルム。
【請求項３】
　ポリスチレン系樹脂原料が、スチレンを主体として、共役ジエンモノマー、アクリル酸
エステル、メタクリル酸エステルのうちの少なくとも一つを共重合させたものであること
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を特徴とする請求項１に記載の熱収縮性ポリスチレン系フィルム。
【請求項４】
　前記共重合が、ランダム共重合であることを特徴とする請求項３に記載の熱収縮性ポリ
スチレン系フィルム。
【請求項５】
　前記共重合が、ブロック共重合であることを特徴とする請求項３に記載の熱収縮性ポリ
スチレン系フィルム。
【請求項６】
　前記共重合が、グラフト共重合であることを特徴とする請求項３に記載の熱収縮性ポリ
スチレン系フィルム。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の熱収縮性ポリスチレン系フィルムを製造するための製
造方法であって、
　未延伸フィルムを、テンター内で幅方向の両端際をクリップによって把持した状態でＴ
ｇ＋５℃以上Ｔｇ＋４０℃以下の温度で幅方向に２．５倍以上６．０倍以下の倍率で延伸
した後、１００℃以上１７０℃以下の温度で１．０秒以上３０．０秒以下の時間に亘って
熱処理し、しかる後、フィルムの幅方向の両端縁のクリップ把持部分を切断除去した後、
Ｔｇ＋５℃以上Ｔｇ＋５０℃以下の温度で長手方向に１．５倍以上５．５倍以下の倍率で
延伸することを特徴とする熱収縮性ポリスチレン系フィルムの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱収縮性ポリスチレン系フィルム、およびその製造方法に関するものであり
、詳しくは、ラベル用途に好適な熱収縮性ポリスチレン系フィルム、およびその製造方法
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、包装品の外観向上のための外装、内容物の直接的な衝突を避けるための包装、ガ
ラス瓶またはプラスチックボトルの保護と商品の表示を兼ねたラベル包装等の用途に、各
種の樹脂からなる熱収縮プラスチックフィルムが広汎に使用されている。それらの熱収縮
プラスチックフィルムの内、ポリ塩化ビニル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリエステル
系樹脂等からなる延伸フィルムは、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）容器、ポリエ
チレン容器、ガラス容器等の各種の容器において、ラベルやキャップシールあるいは集積
包装の目的で使用される。ところが、ポリ塩化ビニル系フィルムは、収縮特性には優れる
ものの、耐熱性が低い上に、焼却時に塩化水素ガスを発生したり、ダイオキシンの原因と
なる等の問題がある。
【０００３】
　それゆえ、焼却時にダイオキシンの問題が生じないポリスチレン系フィルムが、収縮ラ
ベルとして広汎に利用されるようになってきており、ＰＥＴ容器の流通量の増大に伴って
、使用量が増加している傾向にある。また、通常の熱収縮性ポリスチレン系フィルムとし
ては、幅方向に高倍率に延伸されており幅方向に大きく収縮するもの（すなわち、主収縮
方向が幅方向であるもの）が広く利用されている（特許文献１）。
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－９４５２０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記した幅方向に延伸した熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、実用上
問題のないタフネス性を有しているものの、ポリエステルフィルム等に比べると、所謂タ
フネス性が不足しており、ラベルとして使用した際に、装着されたボトルを落下させてし
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まうと、ラベルがミシン目から裂けてしまう虞れがある。
【０００６】
　加えて、幅方向に収縮する熱収縮性フィルムは、ボトルのラベルとして装着する際には
、幅方向がボトルの周方向となるように筒状体を形成した上で、その筒状体を所定の長さ
毎に切断してボトルに装着して熱収縮させなければならないため、高速でボトルに装着す
るのが困難である。さらに、近年では、お弁当等の合成樹脂製の片開き容器の周囲（開口
部）を帯状のフィルムで覆うことによって容器を閉じた状態で保持する新規なラッピング
方法が開発されているが、上記した幅方向に収縮するフィルムは、そのような用途に対す
る使い勝手が悪かった。
【０００７】
　本発明の目的は、上記従来の熱収縮性ポリスチレン系フィルムが有する問題点を解消し
、主収縮方向である長手方向への収縮性が良好であるのみならず、主収縮方向がボトルの
周方向になるようにフィルムロールから直接的にボトルの周囲に装着することが可能で、
上述した新規なラッピング用途に対する使い勝手の良い実用的な熱収縮性ポリスチレン系
フィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明のうち、請求項１に記載された発明は、ポリスチレン系樹脂によって一定幅の長
尺状に形成されており、主収縮方向が長手方向である熱収縮性ポリスチレン系フィルムで
あって、下記要件（１）～（５）を満たすことを特徴とするものである。
（１）９０℃の温水中で１０秒間に亘って処理した場合における長手方向の温湯熱収縮率
が２５％以上８０％以下であること
（２）９０℃の温水中で１０秒間に亘って処理した場合における長手方向と直交する幅方
向の温湯熱収縮率が－５％以上１０％以下であること
（３）８０℃の温水中で長手方向に１０％収縮させた後の単位厚み当たりの幅方向の直角
引裂強度が５０Ｎ／ｍｍ以上２００Ｎ／ｍｍ以下であること
（４）３０℃の雰囲気下で２週間以上保管した後に、２３℃の雰囲気下で引張試験を行っ
た場合の長手方向および幅方向の破断エネルギーが、いずれも１，０００ＭＰａ・％以上
１０，０００ＭＰａ・％以下であること
【０００９】
　ここで　破断エネルギーとは、下式１で表される物性値である。
　破断エネルギー［MＰa・％］＝破断強度［ＭＰａ］×破断伸度［％］　・・式１
【００１０】
　請求項２に記載された発明は、請求項１に記載された発明において、ポリスチレン系樹
脂が、アタクチックポリスチレンを主成分とするものであることを特徴とするものである
。
【００１１】
　請求項３に記載された発明は、請求項１、または請求項２に記載された発明において、
ポリスチレン系樹脂原料が、スチレンを主体として、共役ジエンモノマー、アクリル酸エ
ステル、メタクリル酸エステルのうちの少なくとも一つを共重合させたものであることを
特徴とするものである。
【００１２】
　請求項４に記載された発明は、請求項３に記載された発明において、前記共重合が、ラ
ンダム共重合であることを特徴とするものである。
【００１３】
　請求項５に記載された発明は、請求項３に記載された発明において、前記共重合が、ブ
ロック共重合であることを特徴とするものである。
【００１４】
　請求項６に記載された発明は、請求項３に記載された発明において、前記共重合が、グ
ラフト共重合であることを特徴とするものである。
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【００１５】
　請求項７に記載された発明は、請求項１～６のいずれかに記載の熱収縮性ポリスチレン
系フィルムを製造するための製造方法であって、未延伸フィルムを、テンター内で幅方向
の両端際をクリップによって把持した状態でＴｇ＋５℃以上Ｔｇ＋４０℃以下の温度で幅
方向に２．５倍以上６．０倍以下の倍率で延伸した後、１００℃以上１７０℃以下の温度
で１．０秒以上３０．０秒以下の時間に亘って熱処理し、しかる後、フィルムの幅方向の
両端縁のクリップ把持部分を切断除去した後、Ｔｇ＋５℃以上Ｔｇ＋５０℃以下の温度で
長手方向に１．５倍以上５．５倍以下の倍率で延伸することを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、主収縮方向である長手方向への収縮性が
高く、ミシン目開封性、タフネス性が良好である。それに加えて、主収縮方向と直交する
ミシン目に沿って引き裂く場合の引き裂き性（ミシン目開封性）が、今までの熱収縮性ポ
リスチレン系フィルムに比べて一段と良好である。したがって、本発明の熱収縮性ポリス
チレン系フィルムは、ボトル等の容器のラベルとして好適に用いることができ、ボトル等
の容器に短時間の内に非常に効率良く装着することが可能となる上、装着後に熱収縮させ
た場合に、熱収縮によるシワや収縮不足のきわめて少ない良好な仕上がりを発現させるこ
とができる。加えて、装着されたラベルは、良好なタフネス性、非常に良好なミシン目開
封性を発現するものとなる。
【００１７】
　また、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムの製造方法によれば、主収縮方向であ
る長手方向への収縮性が高く、ミシン目開封性、タフネス性が良好な熱収縮性ポリスチレ
ン系フィルムを、安価かつ容易に製造することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　本発明で使用するポリスチレン系樹脂としては、スチレン系炭化水素と共役ジエン系炭
化水素との共重合体、スチレン含有率の異なる前記共重合体を２種類以上含む混合物、前
記共重合体とスチレン炭化水素または共役ジエン系炭化水素と共重合可能なモノマーとの
共重合体、またはこれらの混合物を用いることができ、その中でも、スチレン系炭化水素
と共役ジエン系炭化水素との共重合体を用いることが好ましい。
【００１９】
　スチレン系炭化水素としては、たとえば、ポリスチレン、ポリ（ｐ－、ｍ－またはｏ－
メチルスチレン）、ポリ（２，４－、２，５－、３，４－または３，５－ジメチルスチレ
ン）、ポリ（ｐ－ｔ－ブチルスチレン）等のポリアルキルスチレン；ポリ（ｏ－、ｍ－ま
たはｐ－クロロスチレン）、ポリ（ｏ－、ｍ－またはｐ－ブロモスチレン）、ポリ（ｏ－
、ｍ－またはｐ－フルオロスチレン）、ポリ（ｏ－メチル－ｐ－フルオロスチレン）等の
ポリハロゲン化スチレン；ポリ（ｏ－、ｍ－またはｐ－クロロメチルスチレン）等のポリ
ハロゲン化置換アルキルスチレン；ポリ（ｐ－、ｍ－またはｏ－メトキシスチレン）、ポ
リ（ｏ－、ｍ－またはｐ－エトキシスチレン）等のポリアルコキシスチレン；ポリ（ｏ－
、ｍ－、またはｐ－カルボキシメチルスチレン）等のポリカルボキシアルキルスチレン；
ポリ（ｐ－ビニルベンジルプロピルエーテル）等のポリアルキルエーテルスチレン；ポリ
（ｐ－トリメチルシリルスチレン）等のポリアルキルシリルスチレン；さらにはポリビニ
ルベンジルジメトキシホスファイド等を挙げることができる。スチレン系炭化水素は、こ
れら単独または２種以上で構成されていても良い。なお、これらのスチレン系炭化水素は
、アタクチック構造であることが好ましい。
【００２０】
　共役ジエン系炭化水素としては、たとえば、ブタジエン、イソプレン、２－メチル－１
，３－ブタジエン、２，３－ジメチル－１，３－ブタジエン、１，３－ペンタジエン、１
，３－ヘキサジエン等を挙げることができる。共役ジエン系炭化水素は、これら単独また
は２種以上で構成されていても良い。
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【００２１】
　スチレン系炭化水素と共重合可能なモノマーとしては、メチル（メタ）アクリレート、
ブチル（メタ）アクリレート、２一エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メ
タ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート等
の脂肪族不飽和カルボン酸エステルを挙げることができる。その中でも特に、スチレンと
ブチル（メタ）アクリレートとの共重合体が好ましく、さらにその中でも共重合体中のス
チレン含有率が４０質量％以上９０質量％以下の範囲であり、Ｔｇ（損失弾性率Ｅ’’の
ピーク温度）が５０℃以上９０℃以下、メルトフローレート（ＭＦＲ）測定値（測定条件
：温度２００℃、荷重４９Ｎ）が２ｇ／１０分以上１５ｇ／１０分以下のものを好適に用
いることができる。なお、上記（メタ）アクリレートとは、アクリレートおよび／または
メタクリレートを示す。
【００２２】
　共役ジエン系炭化水素と共重合可能なモノマーとしては、たとえば、アクリロニトリル
等を挙げることができる。
【００２３】
　本発明で好ましく使用されるスチレン系炭化水素と共役ジエン系炭化水素との共重合体
の一つは、スチレン系炭化水素がスチレンであり、共役ジエン系炭化水素がブタジエンで
あるスチレン－ブタジエン系共重合体（ＳＢＳ）である。ＳＢＳのスチレン含有率は４０
質量％以上、好ましくは４５質量％以上、さらに好ましくは５０質量％以上である。また
スチレン含有率の上限は９５質量％、好ましくは９０質量％、さらに好ましくは８５質量
％である。スチレンの含有率が６０質量％以上であれば、耐衝撃性の効果が発揮でき、ま
た上限を９５質量％とすることにより、室温前後の温度でのフィルムの弾性率が保持され
、良好な腰の強さを得ることができる。スチレン系樹脂としてスチレン－共役ジエン系共
重合体、スチレン－アクリル酸エステル系共重合体、スチレン－メタクリル酸エステル系
共重合体を用いる場合の重合形態は、特に限定されず、ブロック共重合体、ランダム共重
合体、およびテーパーブロック構造やグラフト構造を有する共重合体のいずれの態様であ
っても良いが、ブロック共重合体が好ましい。なお、コスト面のみを考慮すると、ランダ
ム共重合体やグラフトタイプ共重合体を用いるのが好ましい。
【００２４】
　上記ＳＢＳ樹脂の市販品としては、たとえば、「クリアレン」（電気化学工業社製）、
「アサフレックス」（旭化成ケミカルズ社製）、「スタイロフレックス」（ＢＡＳＦジャ
パン社製）、「Ｋレジン」（シェブロンフィリップス化学社製）等を挙げることができる
。
【００２５】
　また、上記スチレン系樹脂組成物は単独で用いても良いし、スチレン含有率の異なる２
種以上のスチレン系樹脂を混合して用いても良い。さらに、上記スチレン系樹脂組成物は
、スチレン系炭化水素と共役ジエン系炭化水素との共重合体と、前記共重合体とスチレン
系炭化水素または共役ジエン系炭化水素と共重合可能なモノマーとの共重合体との混合物
であっても良い。
【００２６】
　上記スチレン系樹脂組成物は、重量（質量）平均分子量（Ｍｗ）が１００，０００以上
、好ましくは１５０，０００以上であり、上限が５００，０００以下、好ましくは４００
，０００以下、さらに好ましくは３００，０００以下である。スチレン系樹脂組成物の重
量（質量）平均分子量（Ｍｗ）が１００，０００以上であれば、フィルムの劣化が生じる
ような欠点もないので好ましい。さらに、スチレン系樹脂組成物の重量（質量）平均分子
量が５００，０００以下であれば、流動特性を調整する必要なく、押出性が低下する等の
欠点もないため好ましい。
【００２７】
　上記スチレン系樹脂組成物のメルトフローレート（ＭＦＲ）の測定値（測定条件：温度
２００℃、荷重４９Ｎ）は、２ｇ／１０分以上、好ましくは３ｇ／１０分以上であり、上
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限が１５ｇ／１０分以下、好ましくは１０ｇ／１０分以下、さらに好ましくは８ｇ／１０
分以下であることが望ましい。ＭＦＲが２ｇ／１０分以上であれば、押出成型時に適度な
流動粘度が得られ、生産性を維持または向上させることができる。また、ＭＦＲが１５ｇ
／１０分以下であれば、適度な樹脂の凝集力が得られるため、良好なフィルム強伸度を得
ることができ、フィルムを脆化し難くすることができる。
【００２８】
　また、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、９０℃の温水中で無荷重状態で１
０秒間に亘って処理したときに、収縮前後の長さから、下式２により算出したフィルムの
長手方向の熱収縮率（すなわち、９０℃の温湯熱収縮率）が、２５％以上８０％以下であ
ることが必要である。
　熱収縮率＝｛（収縮前の長さ－収縮後の長さ）／収縮前の長さ｝×１００（％）　・・
式２
【００２９】
　９０℃における長手方向の温湯熱収縮率が２５％未満であると、収縮量が小さいために
、熱収縮した後のラベルにシワやタルミが生じてしまうので好ましくない。なお、９０℃
における長手方向の温湯熱収縮率の下限値は、３０％以上であると好ましく、３５％以上
であるとより好ましく、４０％以上であると特に好ましい。なお、原料であるポリスチレ
ン系樹脂の本質的な特性を考慮すると、９０℃における長手方向の温湯熱収縮率の上限値
は、８０％程度と考えている。
【００３０】
　また、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、９０℃の温水中で無荷重状態で１
０秒間に亘って処理したときに、収縮前後の長さから、上式２により算出したフィルムの
幅方向の温湯熱収縮率が、－５％以上１０％以下であることが必要である。なお、－（マ
イナス）の温湯熱収縮率は、フィルムの伸張を意味する。
【００３１】
　９０℃における幅方向の温湯熱収縮率が－５％未満（たとえば、－７％）であると、ボ
トルのラベルとして使用する際に良好な収縮外観を得ることができないので好ましくなく
、反対に、９０℃における幅方向の温湯熱収縮率が１０％を上回ると、ラベルとして用い
た場合に熱収縮時に収縮に歪みが生じ易くなるので好ましくない。なお、９０℃における
幅方向の温湯熱収縮率の下限値は、－３％以上であると好ましく、０％であるのが最も好
ましい。また、９０℃における幅方向の温湯熱収縮率の上限値は、８％以下であると好ま
しく、６％以下であるとより好ましく、４％以下であると特に好ましい。
【００３２】
　また、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、８０℃の温水中で長手方向に１０
％収縮させた後に、以下の方法で単位厚み当たりの幅方向の直角引裂強度を求めたときに
、その幅方向の直角引裂強度が５０Ｎ／ｍｍ以上２００Ｎ／ｍｍ以下であることが必要で
ある。
【００３３】
［直角引裂強度の測定方法］
　所定の長さを有する矩形状の枠にフィルムを予め弛ませた状態で装着する（すなわち、
フィルムの両端を枠によって把持させる）。そして、弛んだフィルムが枠内で緊張状態と
なるまで（弛みがなくなるまで）、約５秒間に亘って８０℃の温水に浸漬させることによ
って、フィルムを長手方向に１０％収縮させる。しかる後に、ＪＩＳ－Ｋ－７１２８に準
じて所定の大きさの試験片としてサンプリングする。しかる後に、万能引張試験機で試験
片の両端を掴み、引張速度２００ｍｍ／分の条件にて、フィルムの幅方向における引張破
壊時の強度の測定を行う。そして、下式３を用いて単位厚み当たりの直角引裂強度を算出
する。
  直角引裂強度＝引張破壊時の強度÷厚み　・・式３
【００３４】
　８０℃の温水中で長手方向に１０％収縮させた後の直角引裂強度が５０Ｎ／ｍｍ未満で
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あると、ラベルとして使用した場合に運搬中の落下等の衝撃によって簡単に破れてしまう
事態が生ずる可能性があるので好ましくなく、反対に、直角引裂強度が２００Ｎ／ｍｍを
上回ると、ラベルを引き裂く際の初期段階におけるカット性（引き裂き易さ）が不良とな
るため好ましくない。なお、直角引裂強度の下限値は、７０Ｎ／ｍｍ以上であると好まし
く、９０Ｎ／ｍｍ以上であるとより好ましく、１１０Ｎ／ｍｍ以上であると特に好ましい
。また、直角引裂強度の上限値は、１８０Ｎ／ｍｍ以下であると好ましく、１６０Ｎ／ｍ
ｍ以下であるとより好ましく、１４０Ｎ／ｍｍ以下であると特に好ましい。
【００３５】
　なお、ラベルをミシン目部分において引裂く際のカット性に関しては、上記に記載した
ようなミシン目の最初の部分（ラベルの上端あるいは下端の部分）の引裂き易さ（切り欠
きの入り易さ）と、ミシン目に沿って斜めにずれたり途中でタブが切れたりせず、軽い力
でミシン目方向に最後まで裂けるような引裂き易さ（ミシン目方向と直角方向との引裂き
易さのバランス）との両方が、実際に手でラベルを剥がす際の作業のし易さに寄与するも
のと考えるが、後者はミシン目のピッチの改良等により幾分改善することができるように
なり、また前者のミシン目の最初の部分の引裂き易さの方が、実際に手でラベルを引裂く
際の官能評価とよりよく対応しており、より重要な特性と考えられる。従って、本発明の
熱収縮ポリスチレン系フィルムは上記範囲の直角引裂強度であることが必要である。しか
し、後者のミシン目方向と直角方向との引裂き易さのバランスをある特定の範囲にするこ
とは本発明の熱収縮ポリスチレン系フィルムのミシン目開封性をより向上させることがで
きるので好ましい。具体的には、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、８０℃の
温水中で長手方向に１０％収縮させた後に、以下の方法で長手方向および幅方向のエルメ
ンドルフ引裂荷重を求めたときに、それらのエルメンドルフ引裂荷重の比であるエルメン
ドルフ比が０．３５以上１．５以下であることが好ましい。
【００３６】
［エルメンドルフ比の測定方法］
　所定の長さを有する矩形状の枠にフィルムを予め弛ませた状態で装着する（すなわち、
フィルムの両端を枠によって把持させる）。そして、弛んだフィルムが枠内で緊張状態と
なるまで（弛みがなくなるまで）、約５秒間に亘って８０℃の温水に浸漬させることによ
って、フィルムを長手方向に１０％収縮させる。しかる後に、ＪＩＳ－Ｋ－７１２８に準
じて、フィルムの長手方向および幅方向のエルメンドルフ引裂荷重の測定を行い、下式４
を用いてエルメンドルフ比を算出する。
  エルメンドルフ比＝長手方向のエルメンドルフ引裂荷重÷幅方向のエルメンドルフ引裂
荷重　・・式４
【００３７】
　エルメンドルフ比が０．３５未満であると、ラベルとして使用した場合にミシン目に沿
って真っ直ぐに引き裂きにくいので好ましくない。反対にエルメンドルフ比が１．５を上
回ると、ミシン目とずれた位置で裂け易くなるので好ましくない。なお、エルメンドルフ
比の下限値は、０．４０以上であると好ましく、０．４５以上であるとより好ましく、０
．５０以上であると特に好ましい。また、エルメンドルフ比の上限値は、１．４以下であ
ると好ましく、１．３以下であるとより好ましく、１．２以下であると特に好ましい。
【００３８】
　また、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、３０℃の雰囲気下で２週間以上保
管した後に、２３℃の雰囲気下で引張試験を行った場合の長手方向および幅方向の破断エ
ネルギー（上式１によって算出されるもの）が、いずれも１，０００ＭＰａ・％以上１０
，０００ＭＰａ・％以下であることが必要である。
【００３９】
　破断エネルギーとは、上式１で表される物性値のことであり、フィルムの強靭性（タフ
ネスさ）の指標となると考えている。加工時の引張り（たとえば、印刷時のフィルムへの
テンション）や収縮包装後のラベルへの衝撃（たとえば、ボトル落下時）等による変形に
対する耐裂け性や耐破れ性を良好なものとするためには、かかる破断エネルギーを高める
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必要があると考えている。破断エネルギーが１，０００ＭＰａ・％未満であると、経時（
商品として消費されるまでの流通保管等に起因した経時）により脆くなり易いので好まし
くない。なお、破断エネルギーの下限値は、１，５００ＭＰａ・％以上であると好ましく
、２，０００ＭＰａ・％以上であるとより好ましい。また、破断エネルギーは、大きいほ
ど好ましいが、原料であるポリスチレンの特性を考慮すると、１０，０００ＭＰａ・％程
度が上限になると考えている。
【００４０】
　一方、本発明においてはフィルムの長手方向の最大熱収縮応力値が３．０（ＭＰａ）以
上であることが好ましい。フィルムの長手方向の最大熱収縮応力値が３．０（ＭＰａ）未
満であると、ＰＥＴボトル等の容器にラベルとして装着して熱収縮させた場合に、ＰＥＴ
ボトルのキャップの開放時にキャップと一緒にラベルが回転してキャップの開封性を悪化
させる事態が生じ得るので好ましくない。なお、フィルムの長手方向の最大熱収縮応力値
は、４．０（ＭＰａ）以上であるとより好ましく、５．０（ＭＰａ）以上であると特に好
ましい。なお、最大熱収縮応力値は、原料であるポリスチレンの特性を考慮すると、１０
（ＭＰａ）程度が上限になると考えている。
【００４１】
　上記の熱収縮フィルムの熱収縮率、直角引裂強度、エルメンドルフ比、破断エネルギー
は、前述の好ましいフィルム組成を用いて、後述の好ましい製造方法と組み合わせること
により達成することが可能となる。
【００４２】
　本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは、特に限定するものではないが、ラ
ベル用熱収縮性フィルムとして１０～２００μｍが好ましく、２０～１００μｍがより好
ましい。
【００４３】
　また、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、上記したポリスチレン原料を押出
機により溶融押し出しして未延伸フィルムを形成し、その未延伸フィルムを以下に示す方
法により、二軸延伸して熱処理することによって得ることができる。
【００４４】
　原料樹脂を溶融押し出しする際には、ポリスチレン原料をホッパードライヤー、パドル
ドライヤー等の乾燥機、または真空乾燥機を用いて乾燥するのが好ましい。そのようにポ
リスチレン原料を乾燥させた後に、押出機を利用して、２００～３００℃の温度で溶融し
フィルム状に押し出す。かかる押し出しに際しては、Ｔダイ法、チューブラー法等、既存
の任意の方法を採用することができる。
【００４５】
　そして、押し出し後のシート状の溶融樹脂を急冷することによって未延伸フィルムを得
ることができる。なお、溶融樹脂を急冷する方法としては、溶融樹脂を口金より回転ドラ
ム上にキャストして急冷固化することにより実質的に未配向の樹脂シートを得る方法を好
適に採用することができる。
【００４６】
　さらに、得られた未延伸フィルムを、後述するように、所定の条件で幅方向に延伸した
後に、一旦、熱緩和処理し、しかる後に所定の条件で長手方向に延伸し、その縦延伸後の
フィルムを冷却することによって、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムを得ること
が可能となる。以下、本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムを得るための好ましい二
軸延伸方法について、従来の熱収縮性ポリスチレン系フィルムの二軸延伸方法との差異を
考慮しつつ詳細に説明する。
【００４７】
［熱収縮性ポリスチレン系フィルムの好ましい製膜方法］
　上記したように、単純に幅方向に延伸した熱収縮性フィルムは、実用上問題のないタフ
ネス性を有しているものの、ポリエステルフィルム等に比べると、所謂タフネス性が不足
している。一方、従来から長手方向に収縮する熱収縮性フィルムについての要求は高いも
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のの、未延伸フィルムを単純に長手方向に延伸するだけでは、幅の広いフィルムが製造で
きないため生産性が悪い上、厚み斑の良好なフィルムを製造することができない。また、
単純に幅方向に延伸した後に長手方向に延伸する方法を採用すると、長手方向への収縮量
が不十分となったり、幅方向に不必要に収縮するものとなってしまう。
【００４８】
　本発明者らは、幅方向の延伸後に長手方向に延伸する方法（以下、横－縦延伸法という
）において、各延伸工程における条件によりフィルムの長手方向の温湯収縮率、タフネス
性がどのように変化するかについて鋭意検討した。その結果、横－縦延伸法によるフィル
ム製造の際に、以下の手段を講じることにより、長手方向の収縮量が高く、タフネス性が
良好なフィルムを安定して製造することが可能となることを突き止めた。加えて、主収縮
方向と直交する方向のミシン目開封性が、今までのものと比べて一段と向上することが判
明した。そして、本発明者らは、それらの知見に基づいて本発明を案出するに至った。
（１）幅方向への延伸後における中間熱緩和処理
（２）長手方向へ延伸する前のフィルム端部のトリミング
　以下、上記した各手段について順次説明する。
【００４９】
（１）幅方向への延伸後における中間熱緩和処理
　本発明の横－縦延伸法によるフィルムの製造においては、未延伸フィルムを幅方向に延
伸した後に、１００℃以上１７０℃以下の温度で１．０秒以上３０．０秒以下の時間に亘
って熱緩和処理（以下、中間熱緩和処理という）することが必要である。かかる中間熱緩
和処理を行うことによって、ラベルとした場合にミシン目カット性、タフネス性が良好で
収縮斑が生じないフィルムを得ることが可能となる。そのように横延伸後に特定の中間熱
緩和処理を施すことによりミシン目カット性、タフネス性が良好で収縮斑が生じないフィ
ルムを得ることが可能となる理由は明らかではないが、特定の中間熱緩和処理を施すこと
によって、幅方向への分子配向をある程度残存させつつ、幅方向の収縮応力を低減させる
ことが可能となるためではないかと考えている。
【００５０】
　また、中間熱緩和処理を行わなかったり、中間熱緩和処理の温度が１００℃未満であっ
たりすると、縦延伸における幅の減少が著しく、平面性の良好なフィルムを得ることがで
きないので好ましくない。なお、熱緩和処理の温度の下限は、１１０℃以上であると好ま
しく、１１５℃以上であるとより好ましい。また、熱緩和処理の温度の上限は、１６５℃
以下であると好ましく、１６０℃以下であるとより好ましい。一方、熱緩和処理の時間は
、１．０秒以上３０．０秒以下の範囲内で原料組成に応じて適宜調整する必要がある。
【００５１】
　また、未延伸フィルムの幅方向への延伸は、テンター内で幅方向の両端際をクリップに
よって把持した状態で、Ｔｇ＋５℃以上Ｔｇ＋４０℃以下の温度で２．５倍以上６．０倍
以下の倍率となるように行う必要がある。延伸温度がＴｇ＋５℃を下回ると、延伸時に破
断を起こし易くなるので好ましくなく、反対にＴｇ＋４０℃を上回ると、幅方向の厚み斑
が悪くなるので好ましくない。なお、横延伸の温度の下限は、Ｔｇ＋１０℃以上であると
好ましく、Ｔｇ＋１５℃以上であるとより好ましい。また、横延伸の温度の上限は、Ｔｇ
＋３５℃以下であると好ましく、Ｔｇ＋３０℃以下であるとより好ましい。一方、幅方向
の延伸倍率が２．５倍を下回ると、生産性が悪いばかりでなく幅方向の厚み斑が悪くなる
ので好ましくなく、反対に６．０倍を上回ると、延伸時に破断を起こし易くなる上、熱緩
和させるのに多大なエネルギーと大掛かりな装置が必要となり、生産性が悪くなるので好
ましくない。なお、横延伸の倍率の下限は、３．０倍以上であると好ましく、３．５倍以
上であるとより好ましい。また、横延伸の倍率の上限は、５．５倍以下であると好ましく
、５．０倍以下であるとより好ましい。
【００５２】
（２）長手方向へ延伸する前のフィルム端部のトリミング
　本発明の横－縦延伸法によるフィルムの製造においては、中間熱緩和処理を施したフィ
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主として横延伸時のクリップ把持部分）をトリミングすることが必要である。より具体的
には、フィルムの左右の端縁際に位置した中央部分の厚みの約１．１～１．３倍の厚みの
部分においてカッター等の工具を用いてフィルム端縁際の肉厚部分を切断し、肉厚部分を
除去しつつ、残りの部分のみを長手方向に延伸することが必要である。なお、上記の如く
フィルム端部をトリミングする際には、トリミングする前のフィルムの表面温度が５０℃
以下となるように冷却しておくことが好ましい。そのようにフィルムを冷却することによ
り、切断面を乱すことなくトリミングすることが可能となる。また、フィルム端部のトリ
ミングは、通常のカッター等を用いて行うことができるが、周状の刃先を有する丸刃を用
いると、局部的に刃先が鈍くなる事態が起こらず、フィルム端部を長期間に亘ってシャー
プに切断し続けることができ、長手方向への延伸時における破断を誘発する事態が生じな
いので好ましい。
【００５３】
　かかる如く、長手方向への延伸前にフィルムの端部をトリミングすることによって、一
旦熱固定したフィルムを均一に長手方向へ延伸することが可能となり、初めて破断のない
安定したフィルムの連続製造が可能となる。加えて、長手方向（主収縮方向）の収縮量の
大きなフィルムを得ることが可能となる。さらに、フィルムを均一に長手方向へ延伸する
ことが可能となるため、長手方向の厚み斑の小さなフィルムを得ることができる。その上
、フィルムの端部をトリミングすることによって、長手方向への延伸時におけるボーイン
グが回避され、左右の物性差の小さなフィルムを得ることが可能となる。
【００５４】
　なお、上記した（１），（２）の手段の内の何れかのみが、フィルムの長手方向におけ
る熱収縮性、ミシン目開封性、タフネス性、安定した製膜性に有効に寄与するものではな
く、（１），（２）の手段を組み合わせて用いることにより、非常に効率的に、長手方向
における熱収縮性、ミシン目開封性、タフネス性、安定した製膜性を発現させることが可
能となるものと考えられる。
【実施例】
【００５５】
　以下、実施例によって本発明をより詳細に説明するが、本発明は、かかる実施例の態様
に何ら限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、適宜変更することが
可能である。実施例、比較例で使用した原料の性状、組成、実施例、比較例におけるフィ
ルムの製造条件（延伸・熱処理条件等）を、それぞれ表１、表２に示す。なお、実施例お
よび比較例に用いたポリスチレンは以下の通りである。
・ポリスチレン１：スチレン４５モル％、ブタジエン２１モル％、アクリル酸ブチル２１
モル％、メタクリル酸メチル１３モル％からなるグラフトタイプ共重合ポリスチレンで、
スチレン部分はアタクテイック構造であるもの（ＭＦＲ３．５ｇ／１０分）
・ポリスチレン２：スチレン５０モル％、ブタジエン２５モル％、アクリル酸ブチル２０
モル％、メタクリル酸メチル５モル％からなるグラフトタイプ共重合ポリスチレンで、ス
チレン部分はアタクテイック構造であるもの（ＭＦＲ３．５ｇ／１０分）
【００５６】
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【００５７】



(12) JP 5286763 B2 2013.9.11

10

20

30

40

50

【表２】

【００５８】
　フィルムの評価方法は下記の通りである。
【００５９】
［Ｔｇ（ガラス転移点）］
　セイコー電子工業株式会社製の示差走査熱量計（型式：ＤＳＣ２２０）を用いて、未延
伸フィルム５ｍｇを、－４０℃から１２０℃まで、昇温速度１０℃／分で昇温し、得られ
た吸熱曲線より求めた。吸熱曲線の変曲点の前後に接線を引き、その交点をＴｇ（ガラス
転移点）とした。
【００６０】
［Ｔｍ（融点）］
　セイコー電子工業株式会社製の示差走査熱量計（型式：ＤＳＣ２２０）を用いて、未延
伸フィルム５ｍｇを採取し、室温より昇温速度１０℃／分で昇温した時の吸熱曲線のピー
クの温度より求めた。
【００６１】
［熱収縮率（温湯熱収縮率）］
　フィルムを１０ｃｍ×１０ｃｍの正方形に裁断し、所定温度（８０℃，９０℃）±０．
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５℃の温水中において、無荷重状態で１０秒間処理して熱収縮させた後、フィルムの縦お
よび横方向の寸法を測定し、上式２にしたがって、それぞれ熱収縮率を求めた。当該熱収
縮率の大きい方向を主収縮方向とした。
【００６２】
［最大熱収縮応力値］
　延伸したフィルムを、主収縮方向×主収縮方向と直交する方向＝２００ｍｍ×１５ｍｍ
のサイズにカットした。しかる後、万能引張試験機（（株）島津製作所製　オートグラフ
）を温度９０℃に調整した上で、カットしたフィルムをセットし、６０秒間保持したとき
の最大の応力値を測定した。
【００６３】
［直角引裂強度］
　８０℃に調整された温湯中にてフィルムを主収縮方向に１０％収縮させた後に、ＪＩＳ
－Ｋ－７１２８に準じて、図１に示す形状にサンプリングすることによって試験片を作製
した（なお、サンプリングにおいては、試験片の長手方向をフィルムの主収縮方向とした
）。しかる後に、万能引張試験機（（株）島津製作所製　オートグラフ）で試験片の両端
を掴み、引張速度２００ｍｍ／分の条件にて、フィルムの幅方向における引張破壊時の強
度の測定を行い、上式３を用いて単位厚み当たりの直角引裂強度を算出した。
【００６４】
［エルメンドルフ比］
　得られたフィルムを矩形状の枠に予め弛ませた状態で装着し（フィルムの両端を枠によ
って把持させ）、弛んだフィルムが枠内で緊張状態となるまで（弛みがなくなるまで）、
約５秒間に亘って８０℃の温水に浸漬させることによって、フィルムを主収縮方向に１０
％収縮させた（以下、予備収縮という）。しかる後に、ＪＩＳ－Ｋ－７１２８に準じて、
主収縮方向×直交方向＝６３ｍｍ×７５ｍｍのサイズに切り取り、長尺な端縁（直交方向
に沿った端縁）の中央から当該端縁に直交するように２０ｍｍのスリット（切り込み）を
入れることによって試験片を作製した。そして、作製された試験片を用いて主収縮方向の
エルメンドルフ引裂荷重の測定を行った。また、上記方法と同様な方法でフィルムを主収
縮方向に予備収縮させた後に、フィルムの主収縮方向と直交方向とを入れ替えて試験片を
作製し、直交方向のエルメンドルフ引裂荷重の測定を行った。そして、得られた主収縮方
向方向および主収縮方向と直交する方向のエルメンドルフ引裂荷重から上式４を用いてエ
ルメンドルフ比を算出した。
【００６５】
［破断エネルギー］
　フィルムを３０℃×２週間保管後した後に、幅１０ｍｍ×長さ１５０ｍｍの試験片をサ
ンプリングし、(株）島津製作所製「オートグラフ」を用いて、初期長４０ｍｍ、引張速
度２００mm/minにて、ＪＩＳ－Ｋ７１２７に準じて主収縮方向および直交方向それぞれに
ついて引張破断強度および破断伸度を求め、上式１によって破断エネルギーを求めた
【００６６】
＜収縮仕上り性＞
　得られたフィルムロールを、約２００ｍｍの幅にスリットした上で、所定の長さに分割
して巻き取ることによって小型のスリットロールを作成し、そのスリットロールに、予め
東洋インキ製造（株）の草色・金色・白色のインキを用いて、ラベル用の印刷（３色印刷
）を繰り返し施した。また、各ラベル用印刷毎に、フィルムロールの長手方向と直交する
方向に、フィルム全幅に亘るミシン目（約２ｍｍ間隔で約１ｍｍ径の円が連続するミシン
目）を、約２２ｍｍの間隔で２本平行に形成した。そして、ラベル用の印刷が施されたロ
ール状のフィルムの片方の端部を、５００ｍｌのＰＥＴボトル（胴直径　６２ｍｍ、ネッ
ク部の最小直径２５ｍｍ）の外周の一部に塗布した粘着剤の上に重ねることによって接着
し、その状態で、ロール状のフィルムを所定の長さだけ引き出して、ＰＥＴボトルの外周
に捲回させた。しかる後、ペットボトルの外周で重なり合った熱収縮性フィルム同士を上
記した粘着剤によって貼り合わせながら、カッターにより外側のフィルムを鉛直方向に切
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断することによって、ペットボトルの外周にラベルを被覆させた。そして、Ｆｕｊｉ　Ａ
ｓｔｅｃ　Ｉｎｃ製スチームトンネル（型式；ＳＨ－１５００－Ｌ）を用い、ラベルを被
覆させたペットボトルを、通過時間２．５秒、ゾーン温度８０℃の条件下で通過させ、５
００ｍｌのＰＥＴボトルの外周においてラベルを熱収縮させることによってラベルの装着
を完了した。なお、装着の際には、ネック部においては、直径４０ｍｍの部分がラベルの
一方の端になるように調整した。収縮後の仕上がり性の評価は目視で行い、基準は下記の
通りとした。
　◎：シワ，飛び上り、収縮不足の何れも未発生で、かつ色の斑も見られない
　○：シワ，飛び上り、または収縮不足が確認できないが、若干、色の斑が見られる
　△：飛び上り、収縮不足の何れも未発生だが、ネック部の斑が見られる
　×：シワ、飛び上り、収縮不足が発生
【００６７】
［ミシン目開封性］
　予め主収縮方向とは直向する方向にミシン目を入れておいたラベルを、上記した収縮仕
上り性の測定条件と同一の条件でＰＥＴボトルに装着した。ただし、ミシン目は、長さ１
ｍｍの孔を２ｍｍ間隔で入れることによって形成し、ラベルの縦方向（高さ方向）に幅２
２ｍｍ、長さ１２０ｍｍに亘って２本設けた。その後、このボトルに水を５００ｍｌ充填
し、５℃に冷蔵し、冷蔵庫から取り出した直後のボトルのラベルのミシン目を指先で引裂
き、縦方向にミシン目に沿って綺麗に裂け、ラベルをボトルから外すことができた本数を
数え、全サンプル５０本に対する割合（％）を算出した。
【００６８】
［タフネス性（落下強度）］
　上記した収縮仕上り性の評価と同様にラベルを装着したＰＥＴボトルを、１ｍの高さか
らボトル底面が床に当たるように落下させ、ラベルの裂け具合を目視にて評価した。ラベ
ルに裂け目が発生したものを不良とし、ＰＥＴボトル１０本中の不良本数の割合が３０％
以下で裂け目ができにくいものをタフネス性○とし、不良率４０％以上で裂け易いものを
タフネス性×とした。
【００６９】
［実施例１］
　上記したポリスチレン１を押出機に投入し、２２０℃で溶融させてＴダイから押出し、
表面温度３０℃に冷却された回転する金属ロールに巻き付けて急冷することにより、厚さ
が３６０μｍの未延伸フィルムを得た。このときの未延伸フィルムの引取速度（金属ロー
ルの回転速度）は、約２０ｍ／ｍｉｎ．であった。また、未延伸フィルムのＴｇは７２℃
であった。しかる後、その未延伸フィルムを、横延伸ゾーン、中間ゾーン、中間熱緩和処
理ゾーンを連続的に設けたテンター（第１テンター）に導いた。なお、当該テンターにお
いては、横延伸ゾーンと中間熱緩和処理ゾーンとの中間に位置した中間ゾーンの長さが、
約４０cmに設定されている。また、中間ゾーンにおいては、フィルムを通過させていない
状態で短冊状の紙片を垂らしたときに、その紙片がほぼ完全に鉛直方向に垂れ下がるよう
に、延伸ゾーンからの熱風および熱処理ゾーンからの熱風が遮断されている。
【００７０】
　そして、テンターに導かれた未延伸フィルムを予備加熱（設定温度９０℃）した後、横
延伸ゾーンで横方向に８２℃で４倍に延伸し、中間ゾーンを通過させた後に、中間熱緩和
処理ゾーンへ導き、１２０℃の温度で１２秒間に亘って熱処理することによって厚み９０
μｍの横一軸延伸フィルムを得た。しかる後、テンターの後方に設けられた左右一対のト
リミング装置（周状の刃先を有する丸刃によって構成されたもの）を利用して、横一軸延
伸フィルムの端縁際（中央のフィルム厚みの約１．２倍の厚みの部分）を切断し、切断部
位の外側に位置したフィルムの端部を連続的に除去した。
【００７１】
　さらに、そのように端部をトリミングしたフィルムを、複数のロール群を連続的に配置
した縦延伸機へ導き、予熱ロール上でフィルム温度が８０℃になるまで予備加熱した後に
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、表面温度９５℃に設定された低速延伸ロールと内部の循環水の温度が３０℃に設定され
た高速延伸ロールとの間で３倍に延伸し、巻き取ることによって、約３０μｍの二軸延伸
フィルム（熱収縮性ポリスチレン系フィルム）を所定の長さに亘って巻き取ったフィルム
ロールを得た。そして、得られたフィルムの特性を上記した方法によって評価した。評価
結果を表３に示す。
【００７２】
［実施例２］
　ポリスチレン原料を上記したポリスチレン２に変更した以外は、実施例１と同様の方法
によって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。そして
、得られたフィルムの特性を上記した方法によって評価した。評価結果を表３に示す。
【００７３】
［実施例３］
　テンターにおける横方向の延伸倍率を５．０倍に変更した以外は、実施例１と同様の方
法によって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。なお
、熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは約２４μｍであった。そして、得られたフィ
ルムの特性を実施例１と同様の方法によって評価した。評価結果を表３に示す。
【００７４】
［実施例４］
　テンターにおける中間熱緩和処理の温度を１３０℃に変更した以外は、実施例１と同様
の方法によって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。
なお、熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは約３０μｍであった。そして、得られた
フィルムの特性を実施例１と同様の方法によって評価した。評価結果を表３に示す。
【００７５】
［実施例５］
　縦延伸機における長手方向の延伸倍率を２．３倍に変更した以外は、実施例１と同様の
方法によって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。な
お、熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは約３９μｍであった。そして、得られたフ
ィルムの特性を実施例１と同様の方法によって評価した。評価結果を表３に示す。
【００７６】
［実施例６］
　縦延伸機における長手方向の延伸倍率を１．８倍に変更した以外は、実施例１と同様の
方法によって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。な
お、熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは約５０μｍであった。そして、得られたフ
ィルムの特性を実施例１と同様の方法によって評価した。評価結果を表３に示す。
【００７７】
［比較例１］
　未延伸フィルムの厚みが約１５０μｍとなるように押出機の吐出量を調整した。それ以
外は、実施例１と同様の方法によって未延伸フィルムを得た。そして、得られた未延伸フ
ィルムを、横延伸、中間熱緩和処理することなく縦延伸機へ導き、実施例１と同様に縦延
伸し、巻き取ることによって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロ
ールを得た。なお、熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは、約５０μｍであった。そ
して、得られたフィルムの特性を実施例１と同様の方法によって評価した。評価結果を表
３に示す。
【００７８】
［比較例２］
　実施例１と同様にして得られた未延伸フィルムを、実施例１と同様に横延伸した後、中
間熱緩和処理することなく縦延伸機へ導き、実施例１と同様に縦延伸し、巻き取ることに
よって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。しかしな
がら、縦延伸における幅の減少が著しく、平面性の良好なフィルムを得ることができなか
った。
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【００７９】
［比較例３］
　縦延伸機における長手方向の延伸倍率を１．２倍に変更した以外は、実施例１と同様の
方法によって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。な
お、熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは約７５μｍであった。そして、得られたフ
ィルムの特性を実施例１と同様の方法によって評価した。評価結果を表３に示す。
【００８０】
［比較例４］
　中間熱緩和処理の温度を８０℃に変更した以外は、実施例１と同様の方法によって、熱
収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。しかしながら、縦延
伸における幅の減少が著しく、平面性の良好なフィルムを得ることができなかった。
【００８１】
［比較例５］
　テンターにおける横方向の延伸倍率を２．０倍に変更した以外は、実施例１と同様の方
法によって、熱収縮性ポリスチレン系フィルムを巻き取ったフィルムロールを得た。なお
、熱収縮性ポリスチレン系フィルムの厚みは約６０μｍであった。そして、得られたフィ
ルムの特性を実施例１と同様の方法によって評価した。評価結果を表３に示す。
【００８２】
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【表３】

【００８３】
　表３から明らかなように、実施例１～６で得られたフィルムは、いずれも、主収縮方向
である長手方向への収縮性が高く、主収縮方向と直交する幅方向への収縮性は非常に低く
、破断エネルギーが高かった。また、実施例１～６で得られたフィルムは、いずれも、収
縮斑もなく、収縮仕上がり性、ミシン目開封性、タフネス性が良好であった。すなわち、
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実施例で得られた熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、いずれもラベルとしての品質が高
く、きわめて実用性の高いものであった。
【００８４】
　それに対して、比較例１で得られた熱収縮性フィルムは、幅方向の温湯熱収縮率、直角
引裂強度が本発明の範囲を外れているため、ラベルを被覆する際に収縮斑が生じ、ミシン
目開封性が不良であった。また、比較例３で得られた熱収縮性フィルムは、長手方向およ
び幅方向の温湯熱収縮率、破断エネルギー（幅方向）が本発明の範囲を外れているため、
ラベルとして被覆する際に収縮斑が生じ、ミシン目開封性が不良であり、タフネス性も不
十分であった。加えて、比較例５で得られた熱収縮性フィルムは、破断エネルギー（長手
方向）が本発明の範囲を外れているため、被覆したラベルのタフネス性が不十分であった
。
【産業上の利用可能性】
【００８５】
　本発明の熱収縮性ポリスチレン系フィルムは、上記の如く優れた加工特性を有している
ので、ボトルのラベル用途に好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００８６】
【図１】直角引裂強度の測定における試験片の形状を示す説明図である（なお、図中にお
ける試験片の各部分の長さの単位はｍｍである）。
【符号の説明】
【００８７】
　Ｆ・・フィルム。

【図１】
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